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保険事故の類咽（主契約）
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①消費税の簡易課税制度の
選択ミスや届出失念

②消費税の個別対応方式と
一括比例配分方式の選択
誤り

③青色承認申請漏れ

①リ ース税額控除適用漏れ
②受取配当金の益金

不

算入
漏れ

③住宅取得控除漏れ
④外国税額控除の適用漏れ
⑤試験研究費の税額控除適

用漏れ

①収益（収入）の過大な計上
②費用（必要経費）の過少な

計上
③所得控除の失念

事故原因の類咽

◆税法 ・ 省令 ・ 通達（優遇税制の適用失念等）
税法省令・通達の不知（見落とし）、不十分な理解や解釈誤り

◆事実関係
事実関係の不確認、確認不十分

◆税法 ・ 省令 ・ 通達と事実関係の当てはめ誤り
所得の種類区分、課税・非課税・不課税区分などの判断ミス、検討ミス

◆申告書 ・ 申請書 ・ 別表 ・ 届出書
提出失念や書式・用紙誤り、 記載誤り、記入漏れ、添付書類不足や添付書類誤り、過去の届出書提出状況の不確認

◆申告期限 ・ 届出期限等
期限の失念、期限を誤って認識

◆シミュレ ーション
申告方法・所得額計算方法・税額計算方法等に複数の選択肢がある場合のシミュレーションの失念、シミュレーション内容の誤り

◆計算誤り、会計処理の誤り
足し算引き算誤り、法令規定の計算順序の誤り、定率法と定額法の誤り

◆依頼者への説明不足、依頼者の意思確認不足
税法上の選択（消費税や租税特別措置法等）課税事業者選択届、簡易課税制度選択届、一括比例配分方式の2年間拘束

◆思い込み

事 故事例

l IEll 簡易課税制度選択不適用届出書提出失念により過大納付
消費税の還付の相談を受けたが、 簡易課税制度が選択されていることを失念し、 提出期限までに届出書を提出しなかった。 これに

より発生した過大納付消費税額につき損害賠償請求を受けた。 事故事例集2020年7月1日～2021 年6月30日／主契約事例 3より抜粋

原則対象外

ただし過少申告・過大還付請求であっても、税理士の過失がな
ければ

納

付を免れることができたもの（或いは還付請求できた
もの）については支払対象となる。

形式的な過少申告・過大還付請求

選択

可
能

な税制の選択ミスや優遇税制申告時の書類の提出
漏れなどで結果的に過少申告となり修正申告を求

め

られる
等の類

型
①事前確

定

届出給与に関する届出書の提出漏れ（過少申告）
②簡易課税制度選択

不

適用届提出失念の

まま

、
課税事業者選択→消費税還付申告（過大還付請求）→否認

2 置□ 減価償却費の計算誤りによる過少計上により過大納付
不動産所得の減価償却費の言十算において、 相続取得した減価償却資産の取得価額を誤った。 これにより発生した過大納付所得税額

につき損害賠償請求を受けた。 事故事例集2020年7月1日～2021 年6月30日／主契約事例8より抜粋

3 璽国日機械等を取得した場合の法人税額の特別控除適用失念により過大納付
運送業を営む依頼者法人 が特別控除の適用がある新品トラックを定期的に取得していたが、 申告作業において特別控除の適用を失

念したまま申告していた。 これにより発生した過大納付法人税額につき損害賠償請求を受けた。
事故事例集2020年7月1 日～2021年6月30日／主契約事例12より抜粋

4DBI 小規模宅地等の特例の適用失念により過大納付
相続税申告において小規模宅地等の課税価格の特例適用を失念し、 相続税申告に必要な付表（計算書及び選択の確認書）を提出し

なかった。 これにより発生した過大納付相続税額につき損害賠償請求を受けた。事故事例集2020年7月1 日～2021年6月30日／主契約事例18より抜粋

5 ロ相続時精算課税制度による年齢要件確認失念により過大納付
不動産を父親から依頼者名義にしたいという相談を受けた際、 相続時精算課税の適用による贈与の提案を行ったが、 贈与者の贈与

年の1月1日時点の年齢確認を怠ったため、 相続時精算課税の適用が受けられなかった。 これにより発生した過大納付贈与税額に

つき損害賠償請求を受けた。 事故事例集2020年7月1日～2021 年6月30日／事前税務相談業務担保特約事例2より抜粋

■事故事例最新版はこちら字www.zeirish i-hoken.coj p/boo k/jikoj ire i_202 l /index. html
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